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令 和 ８ 年 1 0 月 3 0 日 

鉄 道 局 都 市 鉄 道 政 策 課 

            

「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令の

一部を改正する政令」を閣議決定 

～独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の業務として 

空港アクセス鉄道整備費利子補給金を交付することが可能に～ 

 

１.背景 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号。以下「法」とい
う。）では、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）の名称、目
的、業務の範囲等に関する事項が定められており、法第 13 条第２項第１号において、機構は都
市鉄道に係る鉄道施設等の建設等の事業を行う鉄道事業者に対して補助金等の交付業務を実施
できることとされています。 

この補助金等には、補助金のほか、「その他相当の反対給付を受けない給付金であって政令で
定めるもの」が含まれ、その詳細は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（平
成 15年政令第 293号。以下「令」という。）第４条に規定されています。 

令和８年度予算において、空港アクセス鉄道の整備・機能強化を加速するため、空港アクセス
鉄道に係る利子補給金の制度を創設したところ、この新たな制度の運用に当たっては、機構は国
から補助金には該当しない給付金（利子補給金）を受け、それを財源に一定の鉄道事業者に交付
することとなり、令第４条に当該利子補給金を規定し、その交付が機構の業務であることを明確
にする必要があるため、同条について所要の見直しを行います。 

２.政令の概要 
  令第４条に新たに「空港アクセス鉄道整備費利子補給金」を規定します。 

３.スケジュール 

 公布・施行：令和８年 11月５日（木） 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の業務として空港アクセス鉄道整備費

利子補給金を交付することを可能とする「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構法施行令の一部を改正する政令」が、本日（10月 30日）、閣議決定されました。 

 


